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マツダ株式会社に対する日ごろの皆様のご支援

に心より厚く御礼を申し上げます。 

購買本部では、部品、資材、設備用具などの 

「グローバル最適な調達基盤の確立」を活動方針

に掲げ、調達活動を推進しています。その主旨は、

お取引先様との協働を通じて、最もグローバル競

争力のある調達を実践することです。広島のお取

引先各社様とは、競争力あるコア技術に加えて、

弊社工場の近傍で最終加工や組み立てを行えると

いう利点を生かしつつ、素材から完成品に至るま

でのモノ造りプロセスを強化すると共に、弊社海

外工場への供給対応を含めたグローバル視点で最

適なサプライチェーンの構築に取り組んでいます。 

広島のモノ造り力は既に高い水準にあります。

お取引先各社様と密接な連携を図りながら、弊社

のグローバルモノ造りネットワークを活用したグ

ローバル競争力の強化を実現することで、更なる

競争力向上のポテンシャルがあると考えています。

これらの取り組みは、お客様により喜んで頂ける

商品・サービスを実現すると共に、商品競争力の

向上によってお取引先各社様のビジネス機会拡大

にもつながって参ります。こうした WIN-WIN の

成功事例を積み重ねることで双方の信頼の絆が強

まり、より一層大きな WIN を目指した共創活動に

発展する・・・という好循環（ウィニングサークル）

を回して、地域の皆様と共に広島ブランドの価値

を高められればと思っています。 

お取引先各社様、そして公益財団法人ひろしま

産業振興機構に関わる全てのステークホルダーの

皆様と共にこのウィニングサークルを推進できる

よう、引き続きご支援のほど何とぞよろしくお願

い申し上げます。
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2014 年のクーデターにより軍事政権が

発足し、米国や日本からは非民主的と非難さ

れて来ました。これへの対応として、憲法に

修正を加え総選挙を実施すると説明して来

ました。 

昨年 7 月に発表された第一次案は問題点

が多いと反発、身内の委員会で没とされ、新

たなメンバーが選出されました。今般、第二

次案が公表されました。しかし、新草案を見

る限り、根底に流れる考え方は前回と同様、

タクシン氏の様な首相が二度と現れないよ

うにするためである事が明白で、当然ながら

タクシン派からは強い不満の声が上がって

います。最も悪評であった「非常時における

軍部の介入」の件は取り下げましたが、今回

の要旨は以下のような点であると思います。 

１．従来首相は下院議員でなければならな

かったが、それが外され、非議員でも

首相になれる事とした。 

２．各政党は選挙前に首相候補３名の公表

が義務付けられた。 

３．小選挙区比例代表制に修正が加えられ、

比例代表と併せ、大政党による過半数

獲得が困難な仕組みにした。 

４．公選議員と任命議員で構成されていた

上院を、職業別団体による間接選挙で

選出する方式にした。 

５．政治の危機時に、軍部に代わり、憲法

裁判所の介入を可能にした。 

６．汚職に対応する機能が強化され、選挙

に対する透明性を求める方策とした。 

７．下院 500 人、上院 200 人とした。 

憲法起草委員会のミーチャイ委員長は、こ

の草案は 100％完成したものとは思ってい

ない。意見をどんどん出して欲しい。修正は

吝かではないと表明し、３月末か４月には取

り纏めたい意向を表明しましたが、前回と余

り変化が無く、また否決される事が懸念され

ています。目下の計画では、この草案を７月

には国民投票にかけたい考えですが、これに

失敗すると総選挙が来年７月ではなく、

2018 年にまでずれ込むことも懸念されて

います。ある著名な大学が 1,338 人を対象

に、今回の草案についてのアンケートを実施

したところ、草案には議論を呼ぶ項目が多く

含まれているとして、約６割の回答者が、国

民投票で採択される可能性が低い事を示唆

しました。 

また、草案は選挙制度に関して、選挙区（定

員１名の小選挙区、全国 350 選挙区）の候

補者の中から１名の候補者に投票し、例えこ

の候補者が落選しても、この票はその候補者

が所属する政党の議席配分に活用し、比例選

出の150人を決めるとしている単記投票制

度としていますが、これでは票の買収行為が

増大しかねないとの声も上がっています。ま

た、この方式では有権者の声が歪曲される、

全選挙区に候補者を立てられない中小政党

には不利に働く、という尤もな声も上がって

います。 

４月に向かって、この案をどの様に変更し

７月の国民投票に持って行けるのか、プラユ

ット首相の手腕に注目が集まっています。投

票すれば最も獲得票が多いと目される政党・

人物を与党・首相にはしない、民主的手法と

は果たしてあるのか、大変な難題と感じてい

ます。バラマキ合戦の選挙を何としても阻止

したいところですが、名案はあるのでしょう

か。あれば日本でも参考になると思っていま

す。

  

★☆★☆★ 海 外 レ ポ ー ト ☆★☆★☆ 

第二次憲法草案                バンコク ビジネスサポーター 富永 勇三 
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2016 年 2 月 5 日、Viet Nam News が

「e-コマースが急成長する」と報じました。

3G 技術の発達と、スマートフォンユーザー

とクレジットカードユーザーが増えている

こと、過去 5 年と比較してインターネット

ユーザーが 53%増え、人口の約 40%が使

用していること、若年層が多く 58%のウェ

ブサイトがオンライン注文を受け付けてい

ることもあり e-コマースがベトナムで成長

する条件が整ったことなどが書かれていま

した。また、オンラインショップの大手

「Lazada.vn（http://www.lazada.vn/）」

は4,000近くのベンダーが約40万点の商

品を販売しており、e-コマースを支える物

流会社は、2016 年は 7,000～8,000 万

件のオーダーがあると予測しています。アナ

リストたちはモバイル e-コマース（通称：

m-コマース）は驚異的に成長し、それが継

続されていくと予測しています。安価な 3G

通信、wifi 環境の良さもあり、ネットサーフ

ィンが容易で、m-コマースが急激に成長す

る背景があるとのことです。 

一方で、弊社が 2014 年 8 月に 60 名程

度に簡易調査を行ったところ、69%はオン

ラインショッピングをしたことがあると回

答しましたが、満足度に関しては、とても満

足・満足と回答した人が 47%、普通が 41%、

全然満足していないが 12%と、あまり高い

ものではありませんでした。満足していない

理由としては次のような回答がありました。

商品写真と違うものが届く、運がいいと良い

商品が届くが普通はよくない商品が届く、対

応が遅い等。さらに、オンラインショッピン

グは便利ですが、まだまだ日本のようには信

用できないので、クレジットカードや

paypal 等で支払を先にすることは少なく、

代金引換で商品を確認して支払をする人が

多いことも現状です。このような懸念が少し

ずつでも改善されれば、追い風もあるため

m-コマースはどんどん発展するでしょう。 

ベトナム e-コマースへの日本企業の活動

をご紹介します。弊社ベトナム人スタッフも

利用しているオンラインショップ大手「ティ

キ（http://tiki.vn/）」には住友商事が出資を

しています。2015 年 11 月には「アガタ

ジャパン（https://vn.agatajapan.com）」

という日本プロデュース、日本クオリティの

商品を世界にと日本人ベンチャーによるオ

ンラインショップが新たに立ち上がりまし

た。こちらは佐川急便に配達を委託しており

「時間通りお届けする」ことをアピールして

います。このように盛り上がりをみせる e-

コマース、ベトナム市場進出の際は e-コマ

ース・m-コマースへの出品もご検討されて

みてはいかがでしょうか。 

 

 

 

 

航空機や軍用機などの最新技術が一堂に

会する「シンガポール・エアショー2016」

が、2 月 16 日から 19 日、チャンギ・エキ

シビションセンターで開催されました。世界

50 カ国から航空機メーカーや部品メーカ

ーが約 1,000 社出展。日本を含めて 20 カ

国が国別パビリオンを出展しました。エアバ

スを抱えるフランスからは 60 社と、本家フ

ランスでの展示会以外では最大の出展規模。

ボーイングを抱える米国からは140社が出

ベトナムで e-コマースが流行る！？      ホーチミン ビジネスサポーター 石川 幸 

シンガポール・エアショー         シンガポール ビジネスサポーター 碇 知子 
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展しました。航空機市場が最も伸びているの

はアジア。アジアの航空旅客市場は向う 20

年、年率 5.6％の成長率といわれ、各国のア

ジア市場への期待が窺えます。エアバス社に

よると、向う 20 年のアジア太平洋地域にお

ける航空機の納入は 12,800 機、額にして

およそ 2 兆ドルに上る見込みで、全世界で

の納入予定機数の 40％を占めると言いま

す。景気の減速が顕著な中国でも、2020 年

までに 800 機が納入される予定です。主催

者記者発表によると、会期中にまとまった商

談は 50 件、金額が公表された 10 件の商談

の総額は 123 億ドルに上りました。 

〈日本からは中小企業も参加〉 

日本からは 17 社が出展。そのうち 1 社

の三菱航空機は、開発中のリージョナルジェ

ット「MRJ」の客室やコックピットパネルの

レプリカを展示。また、開催中、MRJ を 20

機受注することで米国の航空リース会社エ

アロリースと合意したことを発表しました。

ジェトロが設置したジャパン・パビリオンに

は 9 社が出展。ジェトロものづくり産業部

の福山豊和氏によると、「航空機や宇宙分野

では、できるだけパーツを軽くしたいという

ニーズがある。金型を薄く削るなど、今回集

まった日本企業には他にない技術がある」と

いいます。そのうちの１社、削りだし加工の

エルボ（継ぎ手）などで複数の特許を持つの

は野田金型有限会社（大阪府）。野田金型の

削りだし技術を使えば、エルボなどの厚みを

薄くすることができるため、軽量化が可能と

なり、航空機部品に向いているといいます。

また、航空機産業の支援に力をいれている東

京都は、東京都パビリオンを設置。金属加工

メーカーや樹脂メーカーなど６社が参加し

ました。 

日本企業からは「前回より来場者が少ない」

という声も聞かれましたが、「今回、具体的

な商談がなくても次回も参加したい」と長い

目で航空機ビジネスに取り組んでいこうと

いう姿勢が見られました。 

航空機産業は、認証の取得など難しい面も

あると聞きますが、「オンリーワン」技術を

持った企業が多い広島県からも次回は出展

を期待したいと思います。

  

 

ベトナムバイクメーカー協会（VAMM）

の発表によると、2015 年度上期（4 月～9

月）６カ月間でのベトナムにおけるバイク最

大手メーカー5 社（Honda、Yamaha、

Suzuki、イタリアPiaggio及び台湾SYM）

の販売台数は合計 130 万台でした。同 5 社

のバイクは、ベトナム市場の 97%を占めて

います。2014 年のバイクの販売台数は

270 万台で、2015 年度販売台数も、前年

並みの 275 万台と予測されています。 

伸び悩むバイク市場               ハノイ ビジネスサポーター 中川 良一 
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ちなみに、バイクの販売台数は乗用車の販

売台数（15 万 7,810 台/年）の約 17 倍と

なっています。2014 年末時点で、ベトナム

で使用されるバイク総数は4,300万台とな

り、ベトナム全国の家庭 2,400 万戸で計算

すると、一戸当たりバイク 2 台弱を保有し

ていることになります。しかし、販売数は

2012 年の 310 万台をピークに、その後減

少傾向にあります。その原因は、ベトナム個

人の所得向上により小型乗用車へのシフト

及び電気自転車が急速に普及していること

です。若者の間で金額的にも手軽に購入でき

るため、急速に台数を増やしていることが、

バイク需要の伸びなやみの一因と言われて

います。ベトナム自動車メーカー協会

（VAMA）によれば 2015 年の乗用車の販

売台数は 21 万台で年々増加しており、ベト

ナム北部での販売台数は 2014 年比で 1.6

倍の 9 万 6,216 台と急速に伸びています。 

ベトナムのバイクの生産能力は、現在

450 万台/年で、大手バイクメーカーは国内

市場だけではなく、ベトナムから世界各国に

バイクの輸出を行っています。新聞報道によ

れば、2014 年にホンダベトナムは約 4 万

台のバイクを輸出し、2015 年には 10 万

台まで拡大したそうです。現在、ホンダベト

ナムは北部ベトナムに 3 つのバイク工場拠

点を持ち、年間生産能力は 250 万台です。 

今後 TPP およびアセアン経済共同体

AEC 等の実施により、ベトナム製オートバ

イの輸出が拡大することが期待されていま

す。 

 

 

インドネシア政府は2016年2月11日

に経済政策第 10 弾として、外資規制（ネガ

ティブリスト）の緩和を発表しました。64

業種にわたる大幅な緩和であり、政府は「ビ

ッグ・バン」と称しています。 

今回の改正により 100％外資が認められ

ることになったものは、冷蔵倉庫、電子商取

引（1,000 億ルピア以上）、レストラン、テ

ニス・プールなどのスポーツ施設、製薬業、

廃棄物処理、高速道路などがあります。 

また、日本企業の注目度の高い卸売・倉庫

業（ディストリビューター）は 67％になり

ました。これは 2014 年のネガティブリス

ト改定の際に 33％にまで外資出資上限が

下がった分野ですが、今回の改正により再び

マジョリティを取得することができるよう

になりました。建設業も 55％から 67％に

緩和されました。 

昨年のルピア安と成長の鈍化を受け、イン

ドネシア政府は現在ジョコウィドド大統領

の強いリーダーシップのもと規制緩和を進

めています。これらの規制緩和は日本企業に

とっては総論としていい話であり、インドネ

シア政府の外資導入への意欲を感じること

ができます。 

他方で、具体的な投資認可・事業認可等の

各種手続きの現場感覚から言えることは、イ

ンドネシアは改善の余地が膨大にあるとい

うことです。一言でいうと、投資認可手続き

および就労許可・ビザ発行までに時間がかか

りすぎで、その過程で必要性が高いとは思わ

れない多くの書類を要求され、説明を求めら

れ、認可までの決定も不必要に長いです。投

資を促進し、経済を活性化させようという政

府上層部の意思は末端の手続きと個々の職

員の意識レベルまで落とし込まれていませ

ん。 

ビジネス環境のランキングである世銀・

IFC 発行の Doing Business 2016 年版に

よるとインドネシアは 109 位であり、49

インドネシアの「ビッグ・バン」は外資導入の飛躍につながるか 

       ジャカルタ ビジネスサポーター 割石 俊介 
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位のタイと比べると大きく劣後しています。

事業の始めやすさの指標である starting 

business だけを見ますと 179 位で、160

位のミャンマーよりも下位に位置していま

す。このことはインドネシアの投資促進政策

に大きな「伸びしろ」があることを意味して

います。「ビッグ・バン」を活かすも殺すも

具体的な運用次第ですので、今後進んでいく

ＡＳＥＡＮ間の競争が投資環境を改善する

ためのドライバーとなってくれることを期

待したいと思います。 

  

 

 

蘇州市高新区で小売業を営んでいる年配

の日本人男性に、最近の日系企業や日本人の

動向について話を伺いました。話の中で気に

なったのが、日本人学校（小学校と中学校が

併設）の児童・生徒数が少なくなっていると

いう話題です。この話を聞くと「単身での駐

在員が多くなったのか」、「日系企業が蘇州か

ら撤退しているのか」などと、ネガティブな

イメージを持たれるかもしれませんが、実態

はそうでもなさそうです。 

この男性は更に「蘇州では日本人相手の飲

み屋がバタバタ潰れました。駐在する日本人

は酒を飲まなくなった、いや、飲む余裕がな

いのです」ともおっしゃっていました。日本

人がカラオケやスナックで大盤振る舞いで

きた時代は終わったと言いたいようでした

が、冒頭の日本人学校の生徒数減少の話を含

め、中国では物価や所得が上昇し、進出して

いる日系企業や日本人も苦慮しており、お金

を使わなくなったということが言いたかっ

たのかと納得しました。 

この大きな理由は円安と物価上昇です。今

年に入って少し円高になりましたが、円安は

駐在員や出張ベースで技術者を派遣してい

る企業にとってはコスト面では大きな負担

です。また、これまでは中国の人件費は低く、

物価も安かったため、労働集約型の企業が多

く進出してきましたが、最近は人件費や物価

も高くなり、これも進出企業にとっては負担

となっています。 

2016 年から中国では第 13 次 5 カ年計

画が始まります。この中で経済構造の改革が

謳われており、生産性向上を通じた効率の高

い経済成長モデルへの切替えのため、科学技

術や産業に関する政策が挙げられています。

政策の一つである≪中国製造 2025≫は

「製造強国」を目指し、今後 10 年間の製造

業ロードマップとなっています。具体的には、

製造業のイノベーション能力の向上や高度

な情報化と工業化の融合の促進が示された

内容です。現地法人を持つ日本企業や，これ

から中国市場へ進出する日本企業もこの動

向に留意する必要があります。 

中国の大手オンライン旅行予約サイト「携

程旅行網（C-trip）」によると、春節休暇に

360 万人が海外旅行し、人気の訪問先はタ

イに続き日本が 2 位となったそうです。ま

た日本政府観光局（JNTO）によると、今年

1月の中国からの渡航者が47万5,000人

と前年同期比 110％増と大幅に増加しまし

た。「爆買い」という現象まで引き起こすほ

ど個人にも経済力がついてきており、明らか

に数年前とは状況が変わってきています。観

光インバウンドに力を入れる日本でも中国

語表記のある百貨店や商業施設が多くなり、

受入体制も整ってきつつあると思います。こ

うした変化する状況を把握し対処していく

ことこそ、日本、中国のみならず、世界でも

発展していく礎の一つではないでしょうか。 

蘇州の変貌③～変化の多い中国経済への対応 

                             広島上海事務所長 西尾 麻里 
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昨年の春節に日本で大きく報道された中

国人観光客の「爆買い」は、中国でも広く注

目されていました。炊飯器はまだ分かります

が、ウォシュレットまで買ってしまうのは、

やはりばかばかしく見えてしまいます。おそ

らく、円安の影響で日本観光に行きやすくな

ったため、初めて日本を訪れ、日本のことを

まだ理解できていないままに、「今のうちに

買っておこう」と購入していく人が多かった

のではないでしょうか。もちろん中国国内で

は、日本でたくさんのお金を使った行為に対

して厳しく批判する声が多いのは言うまで

もありませんが、「高品質＆低価格」な日本

の製品と比較して、「中国国内メーカーがも

っと高品質なものを作ればいい」、「税金や流

通のコストがもっと合理的になれば」といっ

た反論があるのも事実です。 

今年の春節は、ようやく本当の意味での観

光客らしくなってきたようで、日用品や薬品

の購入も目立ちますが、買い物だけではなく、

日本の文化を体験する、日本でしか食べられ

ない食べ物を試しに行くなど、インターネッ

トで情報を事前によく調べてから訪日する

若者が増えているように感じます。地域的に

も、中国人観光客が殺到する東京や大阪を避

けて地方に行くとか、同じ東京でも、銀座な

どを敬遠する方も多いようです。 

私も春節直前に出張で東京に行きました

が、やはり銀座は中国人でいっぱいでした。

特に総合デパートは、商品の価格が中国国内

で買うよりも安く、品数も豊富であるため、

中国人の顧客も年々増えており、それに伴っ

て中国人の店員さんもここ数年でかなり増

えましたが、接客態度は非常に悪くなってき

ています。冷淡で、商品の説明も十分ではな

く、中国人にうんざりしているように感じま

す。これが続くと、徐々に日本の魅力が弱く

なってしまうのではないでしょうか。 

これからは東京だけではなく、大連と直行

便のある広島にも中国人観光客を呼び込め

るような仕掛けも必要になります。インター

ネットで広島の観光情報について調べてみ

ると、宮島やお好み焼き、牡蠣、もみじ饅頭、

平和記念公園などが取り上げられ、2～3 日

の観光ルートとして紹介されていました。た

だ、広島を紹介している情報サイトはまだ少

ないため、中国人、特に若い世代に向けて、

広島を楽しむためのノウハウをインターネ

ットで広めてみてはいかがでしょうか。 

 

中国全土が浮き足立つ長い春節休暇が明け、

出退勤時エレベーター内で出会う人達の身体が

一回り、二回り丸みを帯びているように見える

のは目の錯覚でしょうか。 

国内旅行や海外への旅行者以外は、故郷で家

族、親戚、知人と共に連日宴会続き。これでは 2

～3kg アップは致し方ないかと思います。日本

に観光に来て、ドラッグストアーで爆買いして

いた人達のカートの中には、「ダイエット」と記

載されていた商品があったかもしれません。き

っと帰国後には、ネットで高価格で転売されて

いることでしょう。 

春節といえば、大人も子供も楽しみにしてい

るのが「紅包」（日本のお年玉）ですが、昨年と

大きく様変りしているのが、両手で親や子供、上

司から有り難く頂戴するのではなく、支付宝

（Alipay）や微信、QQ などで受け取る紅包が主

流になりつつあるということです。大人も子供

爆買い                      大連 ビジネスサポーター 劉   瑛 

 

紅包                       重慶 ビジネスサポーター 吉川 孝子  
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も TV の正月番組を視聴しながらスマートフォ

ンを随時確認するといった状況でしょうか。 

元旦からの 5 日間で微信で送受信された紅包

は 321 億回に達し、人数にして 5.16億人、大

晦日の重慶での送信紅包は 1.21 億回、受信紅

包は 4.6 億回、送信された紅包の平均額は

319.3 元/人とのことです。 

海外のメディアが中国からの観光客のマナー

の悪さを報道しておりますが、この春節期間中

に一般市民から重慶工商局「12315 センター」

に通報があったのは、主に通信商品関連、服飾、

家庭用品、レストラン、ホテルへのクレームであ

り（通信商品36.67％、服飾関連など 18.33％、

サービス産業のホテルやレストランへのクレー

ムは 31.03％だったとのこと）、その内容とし

ては、粗悪品、価格偽装がトップ、レストラン、

ホテルへは従業員の接客応対、衛生面、価格表示

の不明確さがトップ 3 に挙げられていました。

このようなクレームは、我々外国人にとっては

日常茶飯事の出来事であり、慣習として諦めて

いましたが、富裕層や中間層が国内外に目を向

け、外を見て来るようになってきた昨今、「クレ

ーム」という言葉が通用するようになったこと

を喜ばしく思う報道でした。 

2 月 14 日から春秋航空の重慶・成田便が就

航しましたが、現地の方達が観光であれビジネ

スであれ、外に出てマナーを身に付ける機会が

増えることは、中国への進出を検討している外

資企業にとっても、重慶を選択肢に含める理由

のひとつになるのではないかと思います。 

本年は広島市と重慶市の友好都市 30 周年に

あたり、当地の在重慶日本国総領事館において

も交流のイベントが予定されておりますが、両

市の経済、文化共に活発に交流が行われること

を願っております。 

 

 

 

南インド・チェンナイは2016 年 2 月下旬に

なってから少しずつ暑くなってきました。日系

企業では、帰任者や新たなチェンナイ赴任者が

増える時期でもあり、連日各地で歓送迎会が開

催される季節でもあります。これから一気に暑

くなっていき、気温が 40 度を超える 5 月頃に

暑さのピークを迎えます。また、4 月～6 月に

かけてはインドの美味しい完熟マンゴーが食べ

られる季節です。 

さて、今回は、インドに進出したばかりの日系

企業が初年度に直面する経理実務の実態をご紹

介したいと思います。特に注意が必要な TDS

（源泉所得税）とサービス税についてです。 

法人設立後は、日々さまざまな支払を行って

いくことなります。アパートや事務所の家賃、コ

ンサルタントや弁護士への報酬、ブローカーへ

の手数料、駐在員やインド人への給与、レンタカ

ー会社への支払など、これらは立ち上げ当初に

ごく当たり前に発生する費用です。日本では何

てこともない単なる支払業務ですが、インドで

はこれらひとつひとつの支払の性質カテゴリー

ごとに一定の税率にもとづいた TDS の控除義

務が規定されており、例えば、事務所の家賃を支

払う場合には、原則、支払先には 10%の TDS

を控除した後の金額（90%部分）を支払い、控

除した TDS（10%部分）はインド税務当局に翌

月 7 日までに納税する必要があります。 

また、上記に挙げたような支払をする際には、

その費用がサービスの課税対象である場合、原

則、サービス税 14.5%が課税されます。通常は、

このサービス税をサービスプロバイダーに支払

い、支払ったサービス税は支払先が代わりに税

務当局へ納税する仕組みです。しかしながら、①

リバースチャージメカニズム（RCM：Reverse 

Charge Mechanism）と②軽減税率（Abatement 

Rate）という仕組みがあるために、必ずしも

インド進出初年度に気をつけるべき経理実務について 

        チェンナイ ビジネスサポーター 田中 啓介  
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14.5%のサービス税を全て支払先に払わなけ

ればならないわけではありません。 

①リバースチャージメカニズムとは、支払先

にサービス税を支払う代わりに、一部もしくは

全部のサービス税を自ら税務当局に直接納税し

なければならない仕組みです。分かりやすい一

例としてはサービスの輸入があります。例えば、

インド子会社が日本親会社から何らかのサービ

ス提供を受けた場合、インド子会社は日本親会

社からサービスを輸入したことになります。日

本の親会社が発行する請求書上にはサービス税

が請求されてきませんが、インド子会社は日本

親会社にサービス税を支払う代わりに、インド

税務当局に 14.5%のサービス税を直接納税す

る必要があります。 

②軽減税率とは、その名のとおりサービスの

性質によってサービス税率に一定の軽減が規定

されており、例えば、レストランでは 60%の軽

減（食事代金の 40%部分のみに課税）、物流サ

ービスでは 70%の軽減（30%部分のみに課税）

といった具合です。軽減税率が適用されている

場合には、この支払ったサービス税は、売上に付

随して受け取る物品税やサービス税とは相殺で

きない（CENVAT Credit として利用できない）

ケースも多々あります。このように、単なる支払

い処理であっても、様々な税務対応が求められ

るため、法人設立後は早めに経理体制を整備し

ておくことが必要となります。 

なお、毎年 2 月末にはインドの税制改正を含

むインド予算案（Indian Budget）が発表され

るため、次回はインド予算案の概要についてご

紹介させていただきたいと思っています。 

 

 

 

最近、米国における E ラーニングの利用につ

いてリサーチすることがあったので、今月はそ

れをまとめてお届けしたいと思います。米国で

は中小企業と言えども訴訟に巻き込まれること

があるため、社員が知識不足で政府や相手会社

に訴えられたりしないよう、いろいろな法律や

コンプライアンス関連の教育を施しています。

特に高質で均一の研修を社員の時間を選ばずに

社員全体に提供できるという点で、E ラーニン

グの活用が増しています。広島県内の企業も、米

国内に工場を建てたり事務所を設置する場合に

は、ビジネスを行う上での必要最低限の法律知

識が必要になるはずです。弁護士は通常大変高

い費用になるようですので、安価に知識が得ら

れる E ラーニングを活用する妙味があると思わ

れます。日系企業はセクシャルハラスメント、独

禁法、海外腐敗防止法、雇用機会均等法、人事労

働法などを特に重要視しています。 

世界の Eラーニング市場規模は、Docebo

というラーニングマネジメントシステムの開発

会社によると

(https://www.docebo.com/landing/contactfor

m/elearning-market-trends-and-forecast-

2014-2016-docebo-report.pdf) 

2011年に356億ドルを記録した後、2016

年までに年率 7.6％で成長するとみられていま

す。地域的にみるとアジアが 17.3％と一番で、

北米、西欧などはすでに高成長時代を過ぎて低

成長状態に入っているとみられます。 

現在の米企業の E ラーニング利用はコンプラ

イアンス関連(40-50%)とワークスキル獲得

(30%) その他（情報管理など：20％）に大別さ

れており、弊社の聞き込み調査によると、保険や

銀行などのファイナンス業、会計、コンサルティ

ングなどのプロフェショナルビジネス業界など

ではリスクマネジメント対応のコンプライアン

ス内容が半数以上を占めました。企業にとって

は訴訟などの事件が発生した場合 E ラーニング

「米国における E ラーニングの先進的な活用」－リスクマネジメントへの活用が多い 

  ニューヨーク ビジネスサポーター 今泉 江利子 
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を履修させることで万全な措置をとっていたこ

とを当局に証明できるので、これらのコンテン

ツは企業の法務部が製作の主導をしていること

が多いようです。反対に製造業やサービス業界

ではマニュアル順守や接客などのワークスキル

獲得のために E ラーニングを多用しています。

さらに建設業界なども頻繁な建設関連の法規制

の変化をE ラーニングでカバーしています。 

翻って、日系企業の E ラーニングの利用率も

上昇しており、弊社が去年在米日系企業 25 社

にアンケートを取ったところ 67％の日系企業

が E ラーニングを取り入れ、米国で実際に使っ

ている企業は 45％ということでした。しかし米

国で使うとはいえ、日本から日本人社員向けだ

けに日本語のコンプライアンス関連の必修 E ラ

ーニングのリンクが送られてくることが多く、

現地で採用された英語を話す従業員向けには E

ラーニングはおろか、研修と名の付くものはほ

とんど実施されていないというのが実態である

ようです。そんな中で、米国司法省の日本、日系

企業を対象にした近年の独禁法違反の摘発は、

特に法規制関係の E ラーニングへの興味に結び

ついています。

  

 

2016 年 1 月 16 日(土)行われた２つの選挙

についてご報告します。一つは総統選挙で、もう

一つは立法委員選挙です。 

先ず総統選挙についてです。2008 年以来総

統の任に当たっていた馬英九総統は 7 年半の政

権担当中に大陸との交流強化に努めましたが、

国内問題が疎かになり、台湾国民の支持が得ら

れず支持率 10%を切る状況になりました。 

元来政権担当していた国民党は戦後台湾に進

駐して来た外省人と言われる人たちを中心とす

る政党であり、人口的にみると約 12%の比率を

占めているのですが、最近の馬英九総統の支持

率はそれを下回る 10%以下に落ちていました。

その影響もあり今回の野党民進党への支持率は

反作用的にかなり高いものがありました。 

一方野党民進党の蔡英文女史は過去2008年

の総統選挙を始め、台北市長選挙にも敗れるな

ど長い雌伏期間を経ての選挙でしたが、それだ

けにその間、産業界との関係を強めるなど、今回

は満を持しての選挙であったわけです。 

結果は次の通りでした。 

当選 蔡英文 689万票(56.1%) 

    朱立倫 381万票(31.0%) 

    宋楚瑜 157万票(12.8%) 

元来国民党は台湾産業界との極めて強い関係

を保持していましたが、中国寄りの政権運営が

国民から批判され、民進党への強い指示につな

がったと言えます。ただそれでも国民党が 31%

の支持率を得たのは戦後 70 年にわたる国民党

の台湾産業界をはじめとする強い支持基盤があ

ったことによるものと考えて良いでしょう。 

一方民進党は、長い間中国との強い利権関係

を保持している国民党への批判と台湾人民の中

国からの自立願望が大きく働いた結果が、過半

数を上回る得票結果につながったものとみられ

ます。 

もう一つ同時に行われた立法委員の選挙につ

いては、結果のみのご報告をいたします。 

総数 113 人 

 民進党 68 議席(60%) 

 国民党 35 議席(31%) 

 時代力量 5 議席(4%) 

 親民党  3 議席(2%) 

 その他  2 議席(2%)  

議会においても民進党が多数党を獲得したこ

とにより、5 月からの新総統の誕生と共に議会

運営でも政権党の議会運営が実現することにな

りました。 

総統選挙の結果                 台北 ビジネスサポーター 皆川 榮治  



- 11 - 

 

 

【一人っ子政策の廃止について】 

＜回答者 公益財団法人ひろしま産業振興機構 上海事務所＞ 

 

  

 

 

■ 一人っ子政策の廃止について 

2016 年 1 月 1日より、『人口・計画生育法』の修正が施行され、人口抑制が目的だった「一人っ子政策」が廃止されました。

これに伴って、労務法規にも変更がなされ始めています。細則は地方条例の施行を待たなくてはいけませんが、国家法規とし

ての決定事項は以下の通りです。 

・ 晩婚休暇の廃止：初婚年齢が男性満 25 歳、女性満 23 歳以上だった場合に晩婚休暇として得られていた 7日間の休暇

制度が廃止され、全ての結婚休暇が 3日間となった。 

※ 修正法規の施行以前に法的な結婚手続きを完了している場合には、晩婚休暇の享受権があると判断されていますので、

今後、会社規定の調整が必要になると見られています。 

・ 高齢出産休暇の廃止：第一子の出産年齢が満 24 歳以上だった場合に、国家規定の産休 98 日間に加えて得られていた

30 日間の高齢出産休暇制度が廃止されました。しかし、「合法的な出産時の出産休暇の延長、その他福利待遇付与を

奨励する」とされていますので、地域によって出産休暇の延長政策が策定されると思われます。 

・ 一人っ子父母栄誉証明書の廃止：一人っ子政策に従って子供を 1人しか生まない夫婦に発給されていた証明書が廃止

されます。企業は、この証明書に基づいて「一人っ子手当」（上海市は 30 元/月）を支払っていましたが、これも廃

止されます。 

※ 現在は、従来法規に従って一人っ子しか育成していない夫婦には、「一人っ子手当」の付与義務を継続する、ともあ

りますので、注意が必要です。 

・ 適用地域条例の明確化：従来は判断が不明確でありましたが、戸籍所在地が夫婦で異なり、地方条例が異なる場合、

当事者に有利な地方条例を選択することができるようになりました。 

・ 計画出産、避妊措置の選択は自由意志：「出産可能年齢の夫婦は自由意志で計画出産のための避妊・出産調整措置を

選択し、望まない妊娠を防止・減少する」とあり、従来規定されていたものが修正されました。 

 

■ 企業の対応について 

・ 会社の規則に晩婚及び高齢出産の関連規定がない、もしくは「同関連規定は現地の法規に従い実施する」というよう

な規定としている場合は、今回の修正法規が施行されることによって、同様に廃止されたとすることができます。 

・ 会社の規則に晩婚及び高齢出産の関連規定があるものの、同時に「同関連規定は現地の法規変更に伴い変更する」と

している場合は、これも同様に廃止されたとすることができます。 

・ 会社の規則に晩婚及び高齢出産の関連規定があるものの、「同関連規定は現地の法規変更に伴い変更する」というよ

うな規定がない場合は、原則的に会社の規則も法に則って改正する必要があるでしょう。 

 会社の規定を改正するまでは、従業員が持つ従来の権利は保有する必要がある、というのが法的見解です。 

 

 

本質問については、上海の規定を例に回答しております。各地域によって異なることがありますので、具体的なご相談があれ

ば、ひろしま産業振興機構国際ビジネス支援センター、もしくは広島上海事務所までお問い合わせください。 

 

 

中国ビジネスＱ＆Ａ 

一人っ子政策が廃止されたことが、大きなニュースとなっていますが、中国ビジネスに与える影響はありますか。とくに

現地法人の経営について、教えてください 
Q

．   

          

 

  

. 

A

．   

          

 

  

. 
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ハッピーからのお知らせ 

「平成 27 年度インド視察研修」事業を実施 
今年度は、インド（ムンバイ～アーメダバード～プネ～チェンナイ）を訪問し、現状の投資環境状況、

流通・道路インフラ、日系進出企業、現地法人、工業団地等への視察を通じ、現地との人脈作りや県内

中小企業の今後の製造拠点、販売網、マーケット等の投資の可能性を探ってきました。 

日系進出企業、現地企業、現地投資促進機関へ実際に視察・訪問し、話を聞くことで、インドにおける

最新の現状と課題について見聞を広める事ができました。 

 

■ 日  程 平成 28 年 1 月 23 日（土）～31 日（日） 

■ 参加者数 14 社・団体、18 人 

■ 訪 問 国 インド 

■ 概  要 

（1）ムンバイ 

・ジェトロ・ムンバイ事務所からのブリーフィング 

 （2）アーメダバード 

   ・ジェトロ・アーメダバードからのブリーフィング 

   ・日系企業２社を視察 

 （3）プネ 

   ・ジェトロ・ムンバイ事務所からのブリーフィング 

・現地企業２社及び日系企業 1 社を視察 

 （4）チェンナイ 

・ジェトロ・チェンナイ事務所でのブリーフィング 

   ・現地企業 1 社及び日系企業 3 社を視察 

   ・印日商工会議所とのランチミーティング 

   ・現地進出日系企業との交流レセプション 
 

（ジェトロでのブリーフィング） 

 

（日系企業視察） 

 

 

 

 

外国出願にかかる費用の半額を補助する制度があります。 

ＰＣT 国際出願にかかる手数料を軽減する制度があります。 

海外における模倣品対策や係争費用を費用の面も併せて支援する 

制度があります。 
  

詳細は http://www.jpo.go.jp/sesaku/sesaku/chushou/index.html を参照下さい。 

秘密厳守、相談無料、何回でも訪問可能ですので、お気軽に下記にお問合せ下さい。 

＜お問合先＞ （公財）ひろしま産業振興機構 中小企業・ベンチャー総合支援センター 

        広島県中小企業知財支援センター  TEL：082－240-7718 

（特許庁発行「海外知財補助金パンフレット」から引用） 

 

補助金制度のご案内 

知的財産について ～中小企業・ベンチャー総合支援センターから～ 

海外での知的財産

活動における 


